
令和４年度

実質化された人・農地プラン

更新・作成（案）

※赤字が更新箇所です。

（事前配布資料）



別紙１　参考様式

１　対象地区の現状

（備考）

２　対象地区の課題

３　対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　認定新規就農者の受け入れを促進し世代交代の加速化で対応していく。
　農業委員、農地利用最適化推進委員と連携して、引き続き農地の意向を把握し、農地の利用調整を図る。
　中心経営体が引き受ける意向の農地については、集積を進め、中心経営体になりうる担い手の育成または
他地域からの受け入れなどにより、新たな中心経営体による集約を図る。
　条件の良好な農地は、適切な情報発信により借り手を確保できるので、農地の状況を徹底して周知する。

　今後５年後、10年後において農地の機能が保たれる見通しはあるが、未回収の方の意向が確認できていな
いので良好とはいえない。
　耕作者が高齢だとはいえないが、平均年齢が高いので新たな担い手（若手）の確保が必要。
　野菜農家が中心で、規模拡大には限界がある。
　耕作条件がいいので借り手（担い手）の把握により、集積は進む。

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 0.00 ha

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 1.17 ha

③地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 37.80 ha

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 16.44 ha

①地区内の耕地面積 117.34 ha

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕地面積の合計 66.34 ha

実質化された人・農地プラン

市町村名 直近の更新年月日

香美市 令和4年3月17日

対象地区名 作成年月日

山田地区 令和5年3月　日
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（参考）中心経営体

今後の農地の引受けの意向

野菜 0.27 ha 中組

属性
農業者

（氏名・名称）

現状

経営作物 経営面積

認農 ●●　●● 酪農 - ha

認農 ●●　●● 野菜 0.27 ha

水稲 3.31 ha 南組

酪農 - ha 中組

経営作物 経営面積 営農範囲

認農 ●●　●● 水稲 3.31 ha

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.46 ha 野菜・水稲 1.46 ha 中組

野菜・水稲 1.40 ha 秦山町・中組

認農 ●●　●● 野菜 0.80 ha 野菜 0.80 ha 南組

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.40 ha

野菜 2.04 ha 南組

認農 ●●　●● 野菜・水稲 0.44 ha 野菜・水稲 0.85 ha 南組

認農 ●●　●● 野菜 2.04 ha

野菜 0.48 ha 北本町

認農 ●●　●● 野菜 0.88 ha 野菜 0.88 ha 中組

認農 ●●　●● 野菜 0.48 ha

野菜 0.43 ha 中組

認農 ●●　●● 野菜・水稲 0.90 ha 野菜・水稲 0.90 ha 北本町

認農 ●●　●● 野菜 0.43 ha

2.13 ha 中組

野菜 0.80 ha 中組

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.26 ha 野菜・水稲 1.26 ha 中組

認農 ●●　●● 野菜 0.80 ha

認農 ●●　●● 野菜

1.45 ha 中組

認就 ●●　●●

野菜・水稲 1.67 ha 南組

認農 ●●　●● 野菜 0.13 ha 野菜 0.13 ha 北本町

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.57 ha

野菜2.13 ha

野菜 0.20 ha 野菜

認農 ●●　●● 水稲 1.45 ha 水稲

0.20 ha 中組

認就 ●●　●● 野菜 0.76 ha 野菜 0.76 ha 南組

2/33



（参考）中心経営体

計 26人 23.22 ha 24.39 ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

認農 ●●　●● 水稲 1.14 ha 水稲 1.14 ha 中組

認農 ●●　●● 野菜 0.22 ha 野菜 0.23 ha 南組

認農 ●●　●● 水稲 0.19 ha 水稲 0.19 ha 北本町

認就 ●●　●● 野菜 0.39 ha 野菜 0.39 ha 中組

認就 ●●　●● 野菜 0.25 ha 野菜 0.90 ha 中組

属性
農業者

（氏名・名称）

現状 今後の農地の引受けの意向

経営作物 経営面積 経営作物 経営面積 営農範囲

認農 ●●　●● 野菜 0.32 ha 野菜 0.32 ha 中組
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４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載）

　農地中間管理機構の活用方針
　中心経営体が病気や怪我等の事情により営農の継続が困難になった場合には、農地バンクの機能を活用
し、新たな受け手への集積ができるよう、機構を通じて中心経営体や新たな担い手への貸付けを進めてい
く。

　農地の貸付けなどの意向
　高齢化や後継者不足等で離農せざるをえない場合に、農地の貸し手となる農業者に対して、関係機関と連
携・協力して、中心経営体や新たな担い手への集積へと調整を図る。

　農業経営への取組方針
　農業経営の安定化を図るため、各種補助事業等を活用しながら支援していく。

　鳥獣被害防止対策の取組方針
　鳥獣により被害があった際は、農林課総務班と連携して鳥獣害対策（必要に応じ侵入防止柵や檻及び罠の
設置、目撃・被害発生場所等の情報把握）に取り組む。

　災害対策の取組方針
　被害防止のため、圃場・水路の定期的なパトロールや気象情報の確認などに取り組む。
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別紙１　参考様式

１　対象地区の現状

（備考）

２　対象地区の課題

３　対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

実質化された人・農地プラン

市町村名 直近の更新年月日

香美市 令和4年3月17日

作成年月日

令和5年3月　日

対象地区名

明治地区

①地区内の耕地面積 180.88 ha

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕地面積の合計 110.15 ha

③地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 38.24 ha

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 18.21 ha

　今後５年後、10年後において農地の機能が保たれる見通しはあるが、地区内の耕作者が高齢で、新たな担
い手の確保が必要。
　地区内の中心経営体の多くは個人農家で、営農類型については野菜が中心であり、規模拡大には限界があ
る。現状は生姜農家が離農等により耕作しなくなった農地を担っている。

　認定新規就農者の受け入れを促進し世代交代の加速化で対応していく。
　農業委員、農地利用最適化推進委員と連携して、引き続き農地の意向を把握し、農地の利用調整を図る。
　中心経営体が引き受ける意向の農地については、集積を進め、中心経営体になりうる担い手の育成または
他地域からの受け入れなどにより、新たな中心経営体による集約を図る。

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 1.21 ha

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 6.79 ha
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（参考）中心経営体

8.45 ha 野菜

認農法 ●●　●● 野菜 1.81 ha

認農

0.84 ha 野菜・水稲

認農 ●●　●● 野菜・水稲 0.86 ha 野菜・水稲

認農

●●　●● 野菜

●●　●● 野菜・水稲

認農 0.50 ha 野菜・水稲 0.50 ha 中野・山田

認農 ●●　●● 野菜・水稲 0.51 ha

野菜 2.50

0.86

ha 山田認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.23 ha 野菜・水稲 1.23

野菜・水稲 0.51 ha 山田

ha 山田

ha 山田

9.77 ha
岩積・山
田・戸板島

1.04

ha 古町・山田

●●　●● 野菜・水稲

認農 ●●　●● 野菜・水稲 0.68 ha 野菜・水稲 0.68 ha 山田

認農 ●●　●● 野菜 0.82 ha 野菜 0.82 ha 中野

野菜・水稲 2.50 ha 山田認農 ●●　●● 野菜・水稲 0.90 ha

野菜 0.40 ha 山田

認農 ●●　●● 水稲 2.81 ha 水稲 3.31 ha 中野・山田

認農 ●●　●● 野菜 0.30 ha

認農 ●●　●● 野菜・水稲 2.08 ha 野菜・水稲 2.08 ha 古町・山田

野菜 1.16 ha 岩積・山田

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.90 ha 野菜・水稲 2.20 ha 古町・山田

認農 ●●　●● 野菜 1.16 ha

ha
中野・岩
積・山田

野菜・水稲 0.80 ha 中野認農 ●●　●● 野菜・水稲 0.71 ha

野菜 0.51 ha 山田

経営作物 経営面積 営農範囲

今後の農地の引受けの意向

野菜・水稲 1.65 ha 山田

野菜 0.47 ha 山田

認農法 ●●　●● 野菜 9.13 ha 野菜 9.13

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.65 ha

認農 ●●　●● 野菜 0.47 ha

属性
農業者

（氏名・名称）

現状

経営作物 経営面積

認農 ●●　●● 野菜 0.51 ha
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（参考）中心経営体

ha

0.57 ha

野菜・水稲 1.46 ha

2.07 ha

野菜・水稲

野菜・水稲 1.46 ha

果樹 1.40 ha

認農 ●●　●●

ha 野菜 1.50 ha 戸板島

ha 中野

野菜野菜

野菜 0.55 ha 山田野菜 0.55 ha認農法 ●●　●●

野菜 1.50

1.50 ha

認就 ●●　●● 果樹 0.34 ha

1.94

果樹 0.34

ha

古町・中野・岩
積・山田

中野

中野・山田

岩積・戸板島

中野・山田

中野・岩積

山田

ha 中野

ha

認農 ●●　●●

認農

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.46 ha

野菜 0.27

野菜・水稲

●●　●● 野菜 1.11 ha 野菜 1.11

認農 ●●　●● 野菜 0.47 ha 野菜 0.47

ha 古町・山田

認農 ●●　●● 野菜・水稲 2.07 ha 野菜・水稲

認農 ●●　●● 1.06

1.46

●●　●●

野菜・水稲 0.99 ha

野菜 0.37

●●　●● 野菜・水稲 1.46 ha

認農 ●●　●● 果樹 1.40 ha

認農

認農 ●●　●● 野菜 0.57 ha

中野・山田

認農 ●●　●● 果樹・水稲 1.24 ha 果樹・水稲 1.24 ha 山田・古町

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.25 ha

野菜 戸板島

認農

認農 ●●　●● 野菜 1.32 ha 野菜 1.32 ha

野菜・水稲 1.25 ha

認農・認就 ●●　●● 野菜・水稲 1.26 ha

野菜 0.74 ha 山田

認農 ●●　●● 野菜 0.53 ha 野菜 0.53 ha 中野

認農 ●●　●● 野菜 0.60 ha

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.54 ha 野菜・水稲 1.54 ha
中野・岩
積・山田

農業者
（氏名・名称）

現状 今後の農地の引受けの意向

経営作物 経営面積 経営作物 経営面積 営農範囲

属性

ha 山田

ha 山田
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（参考）中心経営体

野菜 0.60 ha

ha認農 ●●　●● 水稲・野菜 1.50 ha 水稲・野菜 2.06

認農 ●●　●● 野菜 0.28 ha

属性
農業者

（氏名・名称）

現状 今後の農地の引受けの意向

経営作物 経営面積 経営作物

認就 ●●　●● 野菜 0.11 ha 野菜 0.11 ha 古町

中野・山田

中野

ha

ha

ha ha

野菜●●　●●認農法

ha

ha

ha

ha

ha

ha

ha

0.17野菜ha0.16

中野

ha ha

haha

山田ha

ha

認農 ●●　●● 野菜 0.29

●●　●● 野菜 0.75 ha

認農

野菜 0.82 ha

山田●●　●● 野菜 0.78 ha

ha 野菜

野菜

69.61 ha

ha

0.78 ha

0.29 ha

認農法

計 48人 62.82 ha

ha ha

ha ha

ha

経営面積 営農範囲

古町

認農 ●●　●● 野菜・水稲・果樹 0.20 ha 野菜・水稲・果樹 0.28 ha 山田
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４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載）

　農地中間管理機構の活用方針
　中心経営体が病気や怪我等の事情により営農の継続が困難になった場合には、農地バンクの機能を活用
し、新たな受け手への集積ができるよう、機構を通じて中心経営体や新たな担い手への貸付けを進めてい
く。

　鳥獣被害防止対策の取組方針
　鳥獣により被害があった際は、農林課総務班と連携して鳥獣害対策（必要に応じ侵入防止柵や檻及び罠の
設置、目撃・被害発生場所等の情報把握）に取り組む。

　災害対策の取組方針
　被害防止のため、圃場・水路の定期的なパトロールや気象情報の確認などに取り組む。

　農業経営への取組方針
　農業経営の安定化を図るため、各種補助事業等を活用しながら支援していく。

　農地の貸付けなどの意向
　高齢化や後継者不足等で離農せざるをえない場合に、農地の貸し手となる農業者に対して、関係機関と連
携・協力して、中心経営体や新たな担い手への集積へと調整を図る。
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別紙１　参考様式

１　対象地区の現状

（備考）

２　対象地区の課題

３　対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　しばらくは、法人の認定農業者（集落営農組織でもある）により、農地の集積は期待できるが、一部地域
については、中山間集落協定により、何とか農地の機能を維持している状況である。
　耕作者の高齢化と、後継者未定の農地が多い。
　新たな担い手の確保が必要。
　鳥獣被害が年々多くなっている。

　地区の農地利用は、法人の認定農業者中心となり農地の集積・集約化に努める。
　引き続き、中山間集落協定による農地の維持管理を継続していく。
　認定新規就農者の受け入れを促進し世代交代の加速化で対応していく。
　農業委員、農地利用最適化推進委員と連携して、引き続き農地の意向を把握し、農地の利用調整を図る。
　中心経営体が引き受ける意向の農地については、集積を進め、中心経営体になりうる担い手の育成または
他地域からの受け入れなどにより、新たな中心経営体による集約を図る。
　圃場整備をされていない農地については、現状の品目にかわる品目の研究をし、高収益作物への転換を図
る。
　

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 1.08 ha

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 3.59 ha

③地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 109.48 ha

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 60.26 ha

①地区内の耕地面積 280.12 ha

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕地面積の合計 170.23 ha

実質化された人・農地プラン

市町村名 直近の更新年月日

香美市 令和4年3月17日

対象地区名 作成年月日

片地地区 令和5年3月　日
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（参考）中心経営体

野菜 1.00 ha 加茂

経営作物 経営面積 営農範囲

今後の農地の引受けの意向

属性
農業者

（氏名・名称）

現状

経営作物 経営面積

認農 ●●　●● 野菜 0.87 ha

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.73 ha 野菜・水稲 1.73 ha 山田島・林田

野菜 4.09 ha
林田・小田島・下ノ

村・町田・山田島認農法 ●●　●● 野菜 4.09 ha

認農 ●●　●● 野菜 1.34 ha 野菜 1.34 ha 林田

野菜・水稲 2.05 ha 小田島

認農 ●●　●● 野菜 0.32 ha 野菜 0.42 ha 山田島

認農 ●●　●● 野菜・水稲 2.05 ha

野菜 0.28 ha 下ノ村

認農 ●●　●● 野菜・水稲 0.67 ha 野菜・水稲 0.75 ha
加茂・山田
島・林田

認農 ●●　●● 野菜 0.28 ha

野菜・水稲 0.23 ha 逆川

認農 ●●　●● 苗木 1.75 ha 苗木 1.75 ha
加茂・林田・佐野・

佐古藪・神母ノ木

認農 ●●　●● 野菜・水稲 0.23 ha

野菜 1.03 ha 町田

認農・認就 ●●　●● 水稲・野菜 1.82 ha 水稲・野菜 2.09 ha 宮ノ口・杉田

認農 ●●　●● 野菜 0.53 ha

野菜 0.40 ha 佐古藪・杉田

認農 ●●　●● 野菜・水稲 3.11 ha 野菜・水稲 3.36 ha
下ノ村・町
田・加茂

認農 ●●　●● 野菜 0.40 ha

野菜 0.88 ha 町田

認農 ●●　●●

認農 ●●　●● 野菜・水稲・果樹 1.13 ha 野菜・水稲・果樹 1.13 ha 林田

認農 ●●　●● 野菜 0.77 ha 野菜 0.77 ha 下ノ村

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.57 ha 野菜・水稲

認農 ●●　●● 野菜 0.88 ha

果樹 0.75 ha 果樹

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.69 ha 野菜・水稲 1.69 ha 下ノ村

1.57 ha 山田島・林田

0.75 ha 林田
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（参考）中心経営体

認農 ●●　●● 野菜 0.18 ha 野菜 0.23 ha 下ノ村

属性
農業者

（氏名・名称）

現状 今後の農地の引受けの意向

経営作物 経営面積 経営作物 経営面積 営農範囲

ha 下ノ村

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.07 ha 野菜・水稲 1.07 ha 加茂・林田

認農 ●●　●● 野菜 0.56 ha

認農法 ●●　●● 野菜・水稲 5.86 ha

野菜 1.87 ha 宮ノ口・杉田

認農 ●●　●● 野菜・水稲 0.70 ha 野菜・水稲 0.70 ha 宮ノ口・加茂

認農 ●●　●● 野菜 1.67 ha

認農 ●●　●● 野菜 0.06 ha 野菜 0.06 ha 佐古藪

認農 ●●　●● 花き・花木 1.74 ha

野菜 0.14 ha 船谷

認農法 ●●　●● 野菜 1.08 ha 野菜 1.17 ha
小田島・下
ノ村・加茂

認就 ●●　●● 野菜 0.14 ha

認就 ●●　●● 野菜 0.15 ha 野菜 0.45 ha 下ノ村

ha

野菜 0.58 ha 下ノ村

ha ha

認就 ●●　●● 野菜 0.39 ha

ha ha

haha

ha

計 32人 39.58 ha 43.17 ha

ha

ha

ha

花き・花木 2.17 ha
加茂・林田・佐古

藪・神母ノ木

野菜・水稲 6.86 ha
下ノ村・町田・加

茂・山田島・林田

野菜 0.56

ha ha

ha
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４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載）

　農業経営への取組方針
　農業経営の安定化を図るため、各種補助事業等を活用しながら支援していく。

　鳥獣被害防止対策の取組方針
　鳥獣により被害があった際は、農林課総務班と連携して鳥獣害対策（必要に応じ侵入防止柵や檻及び罠の
設置、目撃・被害発生場所等の情報把握）に取り組む。

　災害対策の取組方針
　被害防止のため、圃場・水路の定期的なパトロールや気象情報の確認などに取り組む。

　基盤整備への取組方針
　農業の生産効率の向上や農業集積・集約化を図るため、杉田地域において、農地の大区画化・汎用化等の
基盤整備に取り組む。

　農地中間管理機構の活用方針
　中心経営体が病気や怪我等の事情により営農の継続が困難になった場合には、農地バンクの機能を活用
し、新たな受け手への集積ができるよう、機構を通じて中心経営体や新たな担い手への貸付けを進めてい
く。

　農地の貸付けなどの意向
　高齢化や後継者不足等で離農せざるをえない場合に、農地の貸し手となる農業者に対して、関係機関と連
携・協力して、中心経営体や新たな担い手への集積へと調整を図る。
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別紙１　参考様式

１　対象地区の現状

（備考）

２　対象地区の課題

３　対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　今後、地区内では圃場整備されている佐野地区のみが有望で、現状はしょうが農家が何とか耕作はしてい
るが担い手はいない。
　佐野地区以外の地域は、耕作条件が悪く経営が成り立たないので、中心経営体がいない。
　地域全体の担い手は高齢で、後継者がいない。
　中山間集落協定に入っている農地のみが、５年後農地として機能が見込め、入っていない農地について
は、農地としての機能が維持できない。
　担い手はおらず、インフラ・ライフラインの整備状況が悪く営農は難しい。
　鳥獣被害が年々多くなっている。

　引き続き、中山間集落協定による農地の維持管理を継続していく。
　農業委員、農地利用最適化推進委員と連携して、引き続き農地の意向を把握し、農地の利用調整を図る。
　中心経営体が引き受ける意向の農地については、集積を進め、中心経営体になりうる担い手の育成または
他地域からの受け入れなどにより、新たな中心経営体による集約を図る。

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 1.63 ha

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 1.38 ha

③地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 53.75 ha

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 32.69 ha

①地区内の耕地面積 172.60 ha

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕地面積の合計 95.11 ha

実質化された人・農地プラン

市町村名 直近の更新年月日

香美市 令和4年3月17日

対象地区名 作成年月日

佐岡地区 令和5年3月　日
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（参考）中心経営体

属性
農業者

（氏名・名称）

現状

経営作物 経営面積

認農 ●●　●● 花木・野菜・水稲 1.70 ha 花木・野菜・水稲 1.85 ha 佐野

経営作物 経営面積 営農範囲

今後の農地の引受けの意向

野菜 1.64 ha
佐野・中後
入・西後入

認農 ●●　●● 野菜 1.64 ha

養牛 - ha 佐野認農法 ●●　●● 養牛 - ha

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.72 ha 野菜・水稲 1.72 ha 佐野・大平

認農 ●●　●● 野菜 0.65 ha 野菜 1.33 ha 佐野

野菜・水稲・果樹 0.61 ha 佐野・大平

認農 ●●　●● 野菜 0.58 ha 野菜 0.58 ha 佐野・大平

認農 ●●　●● 野菜・水稲・果樹 0.61 ha

野菜 1.50 ha 佐野

認農 ●●　●● 野菜 0.42 ha 野菜 0.42 ha 佐竹

認農 ●●　●● 野菜 1.50 ha

野菜 1.88 ha 佐野

認農 ●●　●● 水稲 0.32 ha 水稲 0.32 ha 佐野

認農法 ●●　●● 野菜 1.88 ha

水稲 0.70 ha 佐野

認就 ●●　●● 野菜 0.32 ha 野菜 0.32 ha 佐野

認農法 ●●　●● 水稲 0.70 ha

ha

花き・花木 0.25 ha 佐野

認就 ●●　●● 野菜・果樹 0.51 ha 野菜・果樹 0.51 ha 本村

認農 ●●　●● 花き・花木 0.20 ha

ha

認農 ●●　●● 野菜 1.54 ha

野菜 0.55 ha 佐野

認農 ●●　●● 水稲 0.40 ha 水稲 0.56 ha 佐野

認就 ●●　●● 野菜 0.21

計 18人 14.90 ha 16.28 ha

野菜 1.54 ha 佐野

ha
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４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載）

　農地中間管理機構の活用方針
　中心経営体が病気や怪我等の事情により営農の継続が困難になった場合には、農地バンクの機能を活用
し、新たな受け手への集積ができるよう、機構を通じて中心経営体や新たな担い手への貸付けを進めてい
く。

　農地の貸付けなどの意向
　高齢化や後継者不足等で離農せざるをえない場合に、農地の貸し手となる農業者に対して、関係機関と連
携・協力して、中心経営体や新たな担い手への集積へと調整を図る。

　農業経営への取組方針
　農業経営の安定化を図るため、各種補助事業等を活用しながら支援していく。

　鳥獣被害防止対策の取組方針
　鳥獣により被害があった際は、農林課総務班と連携して鳥獣害対策（必要に応じ侵入防止柵や檻及び罠の
設置、目撃・被害発生場所等の情報把握）に取り組む。

　災害対策の取組方針
　被害防止のため、圃場・水路の定期的なパトロールや気象情報の確認などに取り組む。
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別紙１　参考様式

１　対象地区の現状

（備考）

２　対象地区の課題

３　対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　須江地区については、今後の10年は農地としての機能は保てるが、その先は不明。
　久次及び上改田地区及び新改地区についても同上。
　その他の地区については、中山間集落協定により農地の機能を維持、５年後が心配。
　地域全体で新たな担い手（若手）の確保が必要。
　鳥獣被害やジャンボタニシによる被害が年々多くなっている。

　法人の中心経営体集落営農の検討が必要。
　認定新規就農者の受け入れを促進し世代交代の加速化で対応していく。
　農業委員、農地利用最適化推進委員と連携して、引き続き農地の意向を把握し、農地の利用調整を図る。
　中心経営体が引き受ける意向の農地については、集積を進め、中心経営体になりうる担い手の育成または
他地域からの受け入れなどにより、新たな中心経営体による集約を図る。

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 2.46 ha

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 1.32 ha

③地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 69.00 ha

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 36.48 ha

①地区内の耕地面積 214.79 ha

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕地面積の合計 121.69 ha

実質化された人・農地プラン

市町村名 直近の更新年月日

香美市 令和4年3月17日

対象地区名 作成年月日

新改地区 令和5年3月　日
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（参考）中心経営体

野菜 0.69 ha 野菜 0.69 ha 新改認農 ●●　●●

●●　●● 野菜 1.67 ha 野菜 1.67認農

認農 ●●　●● 野菜・水稲 0.74 ha 野菜・水稲 0.74 ha 久次

認農 ●●　●● 野菜・水稲 3.40

認農 ●●　●● 酪農 - ha 酪農 -

ha
須江・新改
・曽我部川

ha 新改・入野

経営作物 経営面積 営農範囲

野菜

今後の農地の引受けの意向

野菜・水稲 12.15 ha 新改・須江認農・認就 ●●　●● 野菜・水稲 11.65 ha

属性
農業者

（氏名・名称）

現状

経営作物 経営面積

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.14 ha 野菜・水稲 1.14 ha 新改

0.51 ha 久次認農 ●●　●● 野菜 0.51 ha

認農 ●●　●● 野菜 0.29 ha 野菜 0.41 ha 久次

野菜・水稲 2.02 ha 須江

認農法 ●●　●● 野菜 1.53 ha 野菜 1.53 ha 久次

認農 ●●　●● 野菜・水稲 2.02 ha

野菜・水稲 1.69 ha 久次・上改田

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.13 ha 野菜・水稲 1.13 ha 新改

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.69 ha

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.40 ha 野菜・水稲 1.40 ha 新改

野菜・水稲 1.01 ha 須江・新改

認農 ●●　●● 野菜 0.94 ha 野菜 0.94 ha 須江・新改

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.01 ha

水稲 0.54 ha 久次

認農 ●●　●● 野菜 2.13 ha 野菜 2.13 ha 久次・上改田

認農 ●●　●● 水稲 0.54 ha

ha 野菜・水稲

野菜 0.10 ha 新改認農 ●●　●● 野菜 0.10 ha

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.11 ha 野菜・水稲 1.11 ha 新改

3.40 ha 須江
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（参考）中心経営体

ha ha

認農 ●●　●● 野菜・水稲・果樹 0.25 ha 野菜・水稲・果樹 0.35 ha 須江

ha

属性
農業者

（氏名・名称）
経営面積

野菜 1.55 ha

認農 ●●　●● 野菜・水稲

ha

新改

須江

入野

営農範囲

現状 今後の農地の引受けの意向

経営作物 経営面積 経営作物

須江認農法 ●●　●● 野菜 1.55 ha

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.69 ha 野菜・水稲 1.69 ha 須江・新改

ha 野菜・水稲

野菜 0.56 ha認就 ●●　●● 野菜 0.26 ha

1.65 ha

認農 ●●　●● 野菜 0.30 ha 野菜 0.60 ha

1.65

ha ha

ha

ha ha

ha

ha

ha ha

ha

ha

ha ha

ha

ha

ha ha

ha

haha

39.39 ha 40.71 ha

ha ha

計 26人
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４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載）

　農地中間管理機構の活用方針
　中心経営体が病気や怪我等の事情により営農の継続が困難になった場合には、農地バンクの機能を活用
し、新たな受け手への集積ができるよう、機構を通じて中心経営体や新たな担い手への貸付けを進めてい
く。

　農地の貸付けなどの意向
　高齢化や後継者不足等で離農せざるをえない場合に、農地の貸し手となる農業者に対して、関係機関と連
携・協力して、中心経営体や新たな担い手への集積へと調整を図る。

　農業経営への取組方針
　農業経営の安定化を図るため、各種補助事業等を活用しながら支援していく。

　鳥獣被害防止対策の取組方針
　鳥獣により被害があった際は、農林課総務班と連携して鳥獣害対策（必要に応じ侵入防止柵や檻及び罠の
設置、目撃・被害発生場所等の情報把握）に取り組む。

　災害対策の取組方針
　被害防止のため、圃場・水路の定期的なパトロールや気象情報の確認などに取り組む。
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別紙１　参考様式

１　対象地区の現状

（備考）

２　対象地区の課題

３　対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　認定新規就農者の受け入れを促進し世代交代の加速化で対応していく。
　農業委員、農地利用最適化推進委員と連携して、引き続き農地の意向を把握し、農地の利用調整を図る。
　中心経営体が引き受ける意向の農地については、集積を進め、中心経営体になりうる担い手の育成または
他地域からの受け入れなどにより、新たな中心経営体による集約を図る。

　今後５年後、10年後において農地の機能が保たれる見通しはあるが、地区内の耕作者が高齢で、新たな担
い手の確保が必要。
　岩村地区の耕作品目の多くは水稲であるが、今後も単価安が続くと離農していく恐れがあり、限界時の担
い手の確保が懸念される。
　神通寺の農道が狭く、農地の有効利用の条件が悪い。

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 0.43 ha

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 1.66 ha

③地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 31.51 ha

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 12.27 ha

①地区内の耕地面積 105.31 ha

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕地面積の合計 61.84 ha

実質化された人・農地プラン

市町村名 直近の更新年月日

香美市 令和4年3月17日

対象地区名 作成年月日

岩村地区 令和5年3月　日
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（参考）中心経営体

属性
農業者

（氏名・名称）

現状

経営作物 経営面積

認農 ●●　●● 野菜・水稲 0.79 ha 野菜・水稲 0.88 ha 岩次

経営作物 経営面積 営農範囲

今後の農地の引受けの意向

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.23 ha 野菜・水稲 1.23 ha
松本・岩
次・神通寺

水稲 5.36 ha
松本・岩次・神
通寺・京田

認農 ●●　●● 水稲 4.86 ha

認農 ●●　●● 野菜・水稲 0.92 ha 野菜・水稲 0.92 ha 岩次

野菜 1.10 ha 岩次

認農 ●●　●● 野菜 1.17 ha 野菜 1.35 ha 京田

認農 ●●　●● 野菜 1.10 ha

野菜・水稲 2.38 ha 岩次

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.36 ha 野菜・水稲 1.36 ha 岩村

認農 ●●　●● 野菜・水稲 2.38 ha

野菜 0.65 ha 松本

認農 ●●　●● 野菜 0.30 ha 野菜 0.53 ha 神通寺

認農 ●●　●● 野菜 0.65 ha

野菜・水稲 0.18 ha 松本・岩次

認農 ●●　●● 野菜 2.03 ha 野菜 2.63 ha 松本・岩次

認農・認就 ●●　●● 野菜・水稲 0.18 ha

野菜 0.35 ha 京田

認農 ●●　●● 野菜 0.33 ha 野菜 0.33 ha 神通寺

認農 ●●　●● 野菜 0.35 ha

水稲 0.74 ha 松本認農 ●●　●● 水稲 0.74 ha

ha ha

認農法 ●●　●● 野菜 0.66 ha

認農 ●●　●● 水稲 0.86 ha 水稲 0.86 ha 松本

計 17人 19.91 ha 21.57 ha

野菜 0.72 ha 京田

ha ha
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４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載）

　農地中間管理機構の活用方針
　中心経営体が病気や怪我等の事情により営農の継続が困難になった場合には、農地バンクの機能を活用
し、新たな受け手への集積ができるよう、機構を通じて中心経営体や新たな担い手への貸付けを進めてい
く。

　農地の貸付けなどの意向
　高齢化や後継者不足等で離農せざるをえない場合に、農地の貸し手となる農業者に対して、関係機関と連
携・協力して、中心経営体や新たな担い手への集積へと調整を図る。

　農業経営への取組方針
　農業経営の安定化を図るため、各種補助事業等を活用しながら支援していく。

　鳥獣被害防止対策の取組方針
　鳥獣により被害があった際は、農林課総務班と連携して鳥獣害対策（必要に応じ侵入防止柵や檻及び罠の
設置、目撃・被害発生場所等の情報把握）に取り組む。

　災害対策の取組方針
　被害防止のため、圃場・水路の定期的なパトロールや気象情報の確認などに取り組む。
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別紙１　参考様式

１　対象地区の現状

（備考）

２　対象地区の課題

３　対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　引き続き、中山間集落協定による農地の維持管理を継続していく。
　農業委員、農地利用最適化推進委員と連携して、引き続き農地の意向を把握し、農地の利用調整を図る。
　中心経営体が引き受ける意向の農地については、集積を進め、中心経営体になりうる担い手の育成または
他地域からの受け入れなどにより、新たな中心経営体による集約を図る。
　新規就農者や入り作農家の受け入れを促進し、後継者のいない農地の利用を図る。

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 0.51 ha

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 2.75 ha

　香北町中心地区周辺の平場の農地や圃場整備を実施した農地は、認定農業者による農地の集積が期待で
き、後継者のいる専業農家もいることから当面の間は農地としての機能は保てるが、それ以外の耕作条件の
悪い農地は、耕作者の高齢化が進み、また不在地主も増加しているため農地はもとより水路、農道等の泥上
げ、草刈り等の共同活動も困難になってきており、中山間集落協定により、何とか農地の機能を維持してい
る状況である。
　素掘り水路や老朽化して通水の悪い水路が多く、遠方の別地区に取水口がある地区の水路は山裾を通水し
ているので、山の斜面の崩落や落石による水路構造物の破損や土砂の堆積等により農業用水の確保が問題で
ある。
　鳥獣被害が年々多くなっている。

③地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 92.45 ha

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 50.30 ha

①地区内の耕地面積 228.60 ha

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕地面積の合計 122.32 ha

実質化された人・農地プラン

市町村名 直近の更新年月日

香美市 令和4年3月17日

対象地区名 作成年月日

美良布地区 令和5年3月　日
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（参考）中心経営体

野菜 0.44 ha 日ノ御子

経営作物 経営面積 営農範囲

今後の農地の引受けの意向

野菜 0.28 ha 下野尻

属性
農業者

（氏名・名称）

現状

経営作物 経営面積

認農 ●●　●● 野菜 0.44 ha

認農 ●●　●● 野菜 0.23 ha

果樹 0.61 ha 萩野認農 ●●　●● 果樹 0.53 ha

認農 ●●　●● 果樹 2.38 ha 果樹 3.13 ha 小川・韮生野

認農 ●●　●● 果樹 0.77 ha 果樹 1.21 ha 吉野

野菜・水稲 0.31 ha 美良布

認農法 ●●　●● 野菜 4.63 ha 野菜 5.26 ha
吉野・韮生野・
美良布・下野尻

認農 ●●　●● 野菜・水稲 0.29 ha

果樹・花木 0.51 ha 吉野

認農 ●●　●● 野菜・水稲 1.41 ha 野菜・水稲 1.64 ha
韮生野・美良布
・下野尻

認農 ●●　●● 果樹・花木 0.46 ha

野菜 2.69 ha 太郎丸

認農 ●●　●● 野菜 0.31 ha 野菜 0.31 ha 韮生野・美良布

認農 ●●　●● 野菜 2.34 ha

野菜 0.38 ha 日ノ御子

認農 ●●　●● 花卉・花木 1.36 ha 花卉・花木 1.36 ha 美良布・岩改

認農 ●●　●● 野菜 0.36 ha

野菜 0.64 ha 下野尻

認農 ●●　●● 野菜 1.03 ha 野菜 1.03 ha 韮生野

認農 ●●　●● 野菜 0.64 ha

野菜 0.66 ha 韮生野

認就 ●●　●● 野菜 0.21 ha 野菜 0.34 ha 太郎丸

認農 ●●　●● 野菜 0.66 ha

野菜 0.7 ha 美良布・下野尻

ha ha

認農 ●●　●● 野菜 0.70 ha

計 18人 18.75 ha 21.50 ha
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４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載）

　農地中間管理機構の活用方針
　中心経営体が病気や怪我等の事情により営農の継続が困難になった場合には、農地バンクの機能を活用
し、新たな受け手への集積ができるよう、機構を通じて中心経営体や新たな担い手への貸付けを進めてい
く。

　農地の貸付けなどの意向
　高齢化や後継者不足等で離農せざるをえない場合に、農地の貸し手となる農業者に対して、関係機関と連
携・協力して、中心経営体や新たな担い手への集積へと調整を図る。

　農業経営への取組方針
　農業経営の安定化を図るため、各種補助事業等を活用しながら支援していく。

　鳥獣被害防止対策の取組方針
　鳥獣により被害があった際は、農林課総務班と連携して鳥獣害対策（必要に応じ侵入防止柵や檻及び罠の
設置、目撃・被害発生場所等の情報把握）に取り組む。

　災害対策の取組方針
　被害防止のため、圃場・水路の定期的なパトロールや気象情報の確認などに取り組む。
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別紙１　参考様式

１　対象地区の現状

（備考）

２　対象地区の課題

３　対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

実質化された人・農地プラン

市町村名 直近の更新年月日

香美市 令和4年3月17日

対象地区名 作成年月日

在所地区 令和5年3月　日

①地区内の耕地面積 277.37 ha

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕地面積の合計 146.44 ha

③地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 113.77 ha

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 78.56 ha

　地区全体で、耕作者の高齢化が進み、また不在地主も増加しているため農地はもとより水路、農道等の泥
上げ、草刈り等の共同活動も困難になってきている。
　圃場整備を実施した永野集落、谷相集落、清爪集落に担い手が集中しており、その他の集落は農地が狭
く、不整形で耕作条件が悪い農地が多いため経営が成り立たないので、後継者や入り作を希望する農家がい
ない。
　平地で耕作条件の良い農地は、しばらくの間は、法人の認定農業者（集落営農組織でもある）により、農
地の集積は期待できるが、山間地の農地については、中山間集落協定により、何とか農地の機能を維持して
いる状況である。
　鳥獣被害が年々多くなっている。

　引き続き、中山間集落協定による農地の維持管理を継続していく。
　農業委員、農地利用最適化推進委員と連携して、引き続き農地の意向を把握し、農地の利用調整を図る。
　中心経営体が引き受ける意向の農地については、集積を進め、中心経営体になりうる担い手の育成または
他地域からの受け入れなどにより、新たな中心経営体による集約を図る。
　将来的に中心経営体と成る集落営農組織の設立を支援する。

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 2.24 ha

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 3.40 ha

27/33



（参考）中心経営体

計 16人 17.31 ha 20.71 ha

ha

ha ha

ha

果樹 1.85 ha 清爪

ha ha

認就 ●●　●● 果樹 0.96 ha

果樹 1.55 ha
永瀬・清爪・日比

原・猪野々

認農 ●●　●● 野菜 0.22 ha 野菜 0.22 ha 永野

認就 ●●　●● 果樹 1.55 ha

果樹 0.26 ha 白石

認就 ●●　●● 果樹 1.52 ha 果樹 1.52 ha
永瀬・清
爪・猪野々

認農 ●●　●● 果樹 0.26 ha

果樹 0.74 ha 谷相

認農 ●●　●● 果樹 1.13 ha 果樹 1.51 ha 清爪

認農 ●●　●● 果樹 0.68 ha

野菜 1.02 ha 大井平

認農 ●●　●● 水稲 1.28 ha 水稲 1.54 ha 永瀬・清爪

認農 ●●　●● 野菜 0.61 ha

野菜 1.23 ha 根須・永野

認農 ●●　●● 果樹 0.40 ha 果樹 0.49 ha 清爪

認農法 ●●　●● 野菜 1.08 ha

認農 ●●　●● 果樹 1.40 ha 果樹 2.20 ha 谷相・永野

認農 ●●　●● 野菜 0.60 ha

水稲・野菜 5.07 ha 朴ノ木・永野認農法 ●●　●● 水稲・野菜 4.92 ha

認農 ●●　●● 果樹 0.29 ha 果樹 0.38 ha 白石

属性
農業者

（氏名・名称）

現状

経営作物 経営面積

認農 ●●　●● 水稲・野菜 0.41 ha 水稲・野菜 0.41 ha 永野

経営作物 経営面積 営農範囲

今後の農地の引受けの意向

野菜 0.72 ha 永野
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４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載）

　農地中間管理機構の活用方針
　中心経営体が病気や怪我等の事情により営農の継続が困難になった場合には、農地バンクの機能を活用
し、新たな受け手への集積ができるよう、機構を通じて中心経営体や新たな担い手への貸付けを進めてい
く。

　農地の貸付けなどの意向
　高齢化や後継者不足等で離農せざるをえない場合に、農地の貸し手となる農業者に対して、関係機関と連
携・協力して、中心経営体や新たな担い手への集積へと調整を図る。

　農業経営への取組方針
　農業経営の安定化を図るため、各種補助事業等を活用しながら支援していく。

　鳥獣被害防止対策の取組方針
　鳥獣により被害があった際は、農林課総務班と連携して鳥獣害対策（必要に応じ侵入防止柵や檻及び罠の
設置、目撃・被害発生場所等の情報把握）に取り組む。

　災害対策の取組方針
　被害防止のため、圃場・水路の定期的なパトロールや気象情報の確認などに取り組む。
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問１　地域の課題は何だと思いますか 集計

① 市道や農道が狭いので生活や耕作が不便 8

② 素掘りや老朽化して通水が悪い水路が多い 6

③ 鳥獣害被害が多い 14

④ 後継者のいない農地や不在地主の農地が多い 15

⑤ 農地が狭い、不整形で耕作条件が悪い農地が多い 8

⑥ その他

問２　地域の将来の農業は、どうなってほしいと思いますか 集計

① 地域内の主要な農業の担い手を中心に耕作していってほしい 4

② 農地所有者やその親族など、みんなで耕作をしていってほしい 5

③ 地域外の農業の担い手や新規就農者を受け入れ、耕作していってほしい 6

④ 地域内で集落営農組織をつくり、耕作していってほしい 1

⑤ その他

問３　将来も耕作されるためには何が必要だと思いますか 集計

① 畔をとったり、耕作地を交換して、耕作者ごとの耕作地をまとめていくこと(農地
集約化)

3

② 農地の大区画化工事をしていくこと（所有者負担なしの圃場整備など） 6

③ 農道の拡張、コンクリート水路へ更新などの農業用施設の整備 3

④ 所有者、耕作者みんなが協力して畦畔・法面の草刈や農道・水路管理 7

⑤ 所有者、耕作者みんなが協力して侵入防止策の設置など鳥獣害対策 8

⑥ その他

・①～⑤の案を実際に行っても耕作をする人がいなければどうにもならない。平日仕事をしな
がら休日農業をする人はあまりいない。

・15年程前には集落で農業者16戸位だったのが今は2～3戸になっている。後5年位が限度と思わ
れる。

・高齢化が進み更に1人世帯が殆どとなり、後継者もおらず限界集落に近い状況となっている。

・私の集落ではもう農地は荒れて元に戻すのは大変だと思います。私の場合は自分がやれるだ
けやってみたいと思っています。

天坪地区実質化に向けたアンケート集計結果

・現在所有している農地では農地改良しても将来性はない。農地から他のやり方に変換するべ
きではと考えています。山地の農業ではなく、平地での農業への投資に力を入れた方がいいと
思います。

・高齢化が進み更に1人世帯が殆どとなり、後継者もおらず限界集落に近い状況となっている。
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別紙１　参考様式

１　対象地区の現状

（備考）

２　対象地区の課題

３　対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

実質化された人・農地プラン

市町村名 直近の更新年月日

香美市 令和　　年　　月　　日

対象地区名 作成年月日

天坪地区 令和　　年　　月　　日

①地区内の耕地面積 3.81 ha

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕地面積の合計 3.34 ha

③地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 3.34 ha

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 3.10 ha

　人口の減少や高齢化が進み、また後継者のいない農地や不在地主も増加しているため農地はもとより水
路、農道等の農業用施設の維持管理も困難になってきている。
　山間地のため農地が狭く、不整形で耕作条件が悪い農地が多い。
　鳥獣害被害が多い。
　高齢化が進み更に1人世帯が殆どとなり、後継者もおらず限界集落に近い状況となっている。

　引き続き、中山間集落協定による農地の維持管理を継続していきながら、農業委員、農地利用最適化推進
委員と連携して、農地の意向の把握を続け、農地の利用調整を図る。

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 0.00 ha

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 0.00 ha
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（参考）中心経営体

計 5人 2.71 ha 2.71 ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

ha ha

●●　●● 野菜 0.36 ha 野菜 0.36 ha 樫谷・繁藤

●●　●● 水稲 0.86 ha 水稲 0.86 ha 北滝本

●●　●● 水稲 0.18 ha 水稲 0.18 ha 西又

●●　●● 水稲 0.43 ha 水稲 0.43 ha 北滝本・繁藤

●●　●● 花木 0.88 ha 花木 0.88 ha 角茂谷

属性
農業者

（氏名・名称）

現状 今後の農地の引受けの意向

経営作物 経営面積 経営作物 経営面積 営農範囲
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４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載）

　農地中間管理機構の活用方針
　中心経営体が病気や怪我等の事情により営農の継続が困難になった場合には、農地バンクの機能を活用
し、新たな受け手への集積ができるよう、機構を通じて中心経営体や新たな担い手への貸付けを進めてい
く。

　農地の貸付けなどの意向
　高齢化や後継者不足等で離農せざるをえない場合に、農地の貸し手となる農業者に対して、関係機関と連
携・協力して、中心経営体や新たな担い手への集積へと調整を図る。

　農業経営への取組方針
　農業経営の安定化を図るため、各種補助事業等を活用しながら支援していく。

　鳥獣被害防止対策の取組方針
　鳥獣により被害があった際は、農林課総務班と連携して鳥獣害対策（必要に応じ侵入防止柵や檻及び罠の
設置、目撃・被害発生場所等の情報把握）に取り組む。

　災害対策の取組方針
　被害防止のため、圃場・水路の定期的なパトロールや気象情報の確認などに取り組む。
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